BIS論壇　No.249　「一帯一路の現状」２０１８年１月２８日　中川十郎
さる１月２６日、東アジア共同体評議会の第７８回政策本会議が開催され、ASEANを中心とする意見交換が行われた。その際、インドで最近開催された「インドーASEAN会議」はインドが中国の「一帯一路」に対抗するためではないかとの意見が出された。
　しかし、インド最大の貿易相手国は中国であり、かつ、２０１９年の「一帯一路」第二回・国際会議はインドで開催される。さらにBRICS開発銀行の本店は上海にあり、インドの代表が総裁を務めている。２０１７年には中国、ロシアが主導する上海協力機構（SCO）にインドとパキスタンの加入が認められ、機構の加盟国人口は３０億人となり中央アジアで影響力を拡大した。ASEANをインドが抱き込み、中国の一帯一路に対抗するとの見方は、単略的ではないか。ASEANには中国の華人・華僑が４０００万人在住しており、特にインドネシア、タイ、マレ－シア、シンガポールでの経済活動での華人・華僑の活躍は目覚ましい。中國の無錫経済特区にはシンガポールが参加。中國への華人・華僑の進出は香港経由でも目立っており、台湾も積極的である。ミャンマーから雲南省への石油、ガスパイプライン、カンボデイア、ラオスなどへの中国の鉄道、道路など物流面での進出。さらに上海協力機構のオブザーバーにASEAN事務局が参加。ロシアが注力しているユーラシア経済同盟（EEC）へのベトナムのオブザーバー参加。広州ASEAN見本市での中国との経済貿易関係の緊密さ。一帯一路の陸の要衝カザフスタンに対し、海のシルクロードの要衝としてのASEAN最大のインドネシアと中国との協力。これらからASEANの４０００万人の華人・華僑は２１世紀に発展するアジアで地縁、血縁、業縁、に加え、金融、情報網のVirtual State of China(仮想現実国家中國)、Invisible State of China(目に見えない国家中國)を形成しており、侮れない力を有している。
　日本政府はかって中国の上海協力機構に対抗し、Arc of Liberty(自由の弧)戦略で中央アジアの抱き込みを図った。今また「インド太平洋戦略」でインドを抱き込み、中國「一帯一路」への対抗軸を形成しようとしているように見える。さらに英国や、フランスとも日本はアジアで中国や、北朝鮮の対抗軸を形成しようとしているようだが、英仏は中国との一帯一路に積極的に参加する構えを見せている。中國はさらに北極海航路も一帯一路に組み入れる遠大な戦略を目指している。隣の国や地域に将来米国に匹敵するか、それを凌駕する大経済圏が出現しつつある時、いつまでも、２０世紀型の対抗戦略や包囲戦略を目指すことは２１世紀の戦略としては時代遅れだ。物流から世界史を解明した労作『物流は世界史をどう変えたのか』（PHP新書）の著者・玉木俊明氏は『イギリスの覇権（パクス・ブリタニカ）の最大の要因は産業革命ではなく１６５１年にクロムウエルの手によって航海法が定められるなど、イギリスが物流を重視したことである』と喝破されている。（４ページ）。今まさしく中国は世界最大の版図のユーラシアで陸、海、空の物流網を構築し、２１世紀のパックス・チノァへ向けて驀進しつつある。明の鄭和はかって船舶数６０隻、乗組員２８０００人の大船団でアジア、アフリカの交易をおこなった。その現代版の「一帯一路」と投資銀行（AIIB）に参加しなければ日本は歴史的に悔いを千載に残すことは必定だ。
